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１　総 括 （千円）

一般職（人）

※（　）は再任用短時間勤務職員で外書き

※<    > は会計年度任用職員で外書き（報酬額が月額で定められた職員数のみ計上し、報酬額が時間に応じて定められている職員数を除く。）

（千円）

　　　種別 扶　養 地　域 住　居 管理職 通　勤 超過勤務 特殊勤務 管理職員特 期末勤勉

区分 手　当 手　当 手　当 手 　当 手　当 手    　当 手　   当 別勤務手当 手 　   当

34,075

〈3,201〉

34,676

〈3,246〉

△ 601

〈△45〉

※<    > は会計年度任用職員の期末手当で外書き

武蔵野市下水道事業給与費明細書

区           分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合         計
特別職（人） 報　　酬 給　　　料 職 員 手 当 等 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 3
12
(0)
〈5〉

16,523 51,817 47,743 116,083 21,572

合　　　　　計 3
17
(0)
〈5〉

16,523 72,603 68,503 157,629 28,234

137,655

資本勘定支弁職員 0
5
(0)
〈0〉

0 20,786 20,760 41,546 6,662 48,208

28,327 186,821

185,863

48,179 117,146 21,310 138,456

資本勘定支弁職員 0
5
(0)
〈0〉

0 20,344 21,004

損益勘定支弁職員 8
12
(0)
〈5〉

16,884 52,083

41,348 7,017 48,365

0
(0)
〈0〉

△ 361 △ 266 △ 436 △ 1,063

前
年
度

合　　　　　計 △ 5
0
(0)
〈0〉

△ 361 176 △ 680 △ 865

合　　　　　計 8
17
(0)
〈5〉

16,884 72,427 69,183 158,494

△ 93 △ 958

計
　　職員手当等の内訳

本年度 2,510 12,365 785 1,910 1,930

比

較

262 △ 801

資本勘定支弁職員 0
0
(0)
〈0〉

0 442 △ 244 198 △ 355 △ 157

損益勘定支弁職員 △ 5

△ 615 0 0 △ 680

11,633 34 60 68,503

比　 較 446 △ 47 245 902 △ 965

2,064 12,412 540 1,008 2,895 12,248 34 60 69,183前年度

給与費明細書中の再任用短時間勤務職員及び再任用職員には、暫定再任用制度に基づき任用される職員を含む。
（暫定再任用制度：定年の段階的な引上げ期間において、65歳まで再任用ができるよう措置される現行制度と同様の仕組み）

-
5
2
7
-



２　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増減額
千円 千円 千円

給    料 176 給与改定に伴う 1,526
増減分 区分

前年度

昇給に伴う 855
増加分

昇給期 職員数

７月 15人

その他の増減分 △ 2,205

区　　分 　　　計

人 人

0.20% 令和4年4月1日

昇給期別職員数

17

17

0比　 較 0

前年度 17

職員数の異動状況

在職する職員

本年度 17

　増減事由別内訳 　説　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

給与改定の状況

改定率 実施時期

-
5
2
8
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区　　分 増減額
千円 千円 千円

職員手当等 △ 680 制度改正に伴う △ 646 期末勤勉手当 △ 601

増減分 （常勤職員、再任用職員） 本 年 度 前 年 度 本 年 度 前 年 度

千円 千円

期末手当 △ 45

（会計年度任用職員）

その他の増減分 △ 34 扶養手当 446
地域手当 △ 47 本 年 度 前 年 度

住居手当 245 子 千円 千円

管理職手当 902 特定期間の子加算額

管理職員特別勤務手当 0 その他

特殊勤務手当 0

超過勤務手当 △ 615

通勤手当 △ 965

 部長・担当部長

    　 102,800円

 課長・担当課長

        84,000円

34 34

11,633 12,248

  交 通 機 関 等 利 用

交通用具利用
（自動車・自転車）

785 540

12,365 12,412

住　居　手　当
35歳未満で賃貸住宅に居住する世帯
主、又は世帯主に準ずる者
     　　　　15,000円

種　　　別 支  　給  　額  　等
 金 　　額 

地　域　手　当

16

100

（給料+扶養手当+管理職手当）×支給率

9,000円

支給月数（年間）

常勤職員
（再任用職員）

会計年度任用職員 2.40月 2.40月

4.55月
（2.40月）

4.45月
（2.35月）

扶
養
手
当

特　殊　勤　務　手　当 ２種類　

超  過  勤  務  手  当

通
勤
手
当

1,930 2,895
距離に応じて支給

６か月定期等

1,008

課長及び課長相当職 副参事 75,100円

管理職員特別勤務手当
部長職12,000円（平日深夜6,000円）

60 60
課長職10,000円（平日深夜5,000円）

1,910

管
理
職
手
当

部長及び部長相当職 参事   93,500円

4,000円

6,000円（課長級職員3,000円）
2,510 2,064

　増減事由別内訳 　説　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

種　　　別
 金 　　額 

期

末

勤

勉

手

当

期
末
手
当

3,201 3,246

34,075 34,676

-
5
2
9
-



３　給料及び職員手当等の状況

 （１）職員１人当たり給与　

※再任用職員を除く

 （２）初　任　給

短　大　卒 162,500円 162,500円

大　学　卒 187,900円 187,900円

一  般  行  政　職 技  能  労  務　職

高　校　卒 152,200円 149,600円 152,200円 149,600円

区   　　　分 事 務　・ 技 術 職 技 能 労 務 職
一  般  会  計  の  制  度

平　均　年　齢 39歳６月

平均給料月額 314,200円

令和３年11月１日現在 平均給与月額 386,800円

令和４年11月１日現在 平均給与月額 389,600円

平　均　年　齢 38歳６月

区 分 事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

平均給料月額 307,500円

-
5
3
0
-



 （３）級別の基準となる職務及び級別職員数

級 級

　部長の職務 ５級 0 人 0.0 ％ 人 ％

　課長の職務 ４級 2 11.8

(0) (0.0)

3 17.6

(0) (0.0) (0) (0.0)

8 47.1 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

4 23.5 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

17 100.0 0 0.0

　部長の職務 ５級 0 人 0.0 ％ 人 ％

　課長の職務 ４級 1 5.9

(0) (0.0)

5 29.4

(0) (0.0) (0) (0.0)

8 47.1 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

3 17.6 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

17 100.0 0 0.0

※（　）は再任用短時間勤務職員で外書き

計

　主任、技能主任の職務
　高度の知識若しくは技能又は経験を必要とする業務を
　行う職務

計

令和３年11月１日現在

３級

２級

　係長若しくは主査又は課長補佐の職務
　技能長の職務

　係長若しくは主査又は課長補佐の職務
　技能長の職務

　主任、技能主任の職務
　高度の知識若しくは技能又は経験を必要とする業務を
　行う職務

２級

　定型的な業務又は相当高度の知識、技能若しくは経験を
　必要とする業務を行う職務

１級 １級

区　　　　　　　　　分 基　準　と　な　る　職　務　内　容
事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

職員数 構成比 職員数 構成比

令和４年11月１日現在

３級

２級 ２級

　定型的な業務又は相当高度の知識、技能若しくは経験を
　必要とする業務を行う職務

１級 １級

0 0.0

0 0.0

３級

３級

-
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（５）特殊勤務手当

％ 　％

％ 　％

危険業務手当、緊急出動手当

0 0

支給対象特殊勤務手当の名称

区　　　　　　　　　　　　　分 全　　　職　　　種 事　務　･　技　術　職 技　能　労　務　職

給料総額に対する比率 0.05 0.05

支給対象職員の比率（令和４年11月１日現在）

(４)昇給

職　 員　 数 (A) 16 人 職　 員　 数 (A) 16 人

    昇給に係る職員数 (B) 15     昇給に係る職員数 (B) 14

2 2

8 8

4 3

1 1

比　　　  率 (B)／(A) 93.8 ％ 比　　　  率 (B)／(A) 87.5 ％

区　　　　　    分 事務・技術職

前年度

　　５号給

　　６号給

区　　　　　    分 事務・技術職

本年度
号給数別内訳

１～３号給

　　４号給
号給数別内訳

１～３号給

　　４号給

　　５号給

　　６号給

-
5
3
2
-



（６）期末手当･勤勉手当

　2.275
月分

　2.275
月分

4.55
月分

　(1.200) 　(1.200) (2.40)

　〈1.200〉 　〈1.200〉 〈2.40〉

　2.225 　2.225 4.45

　(1.175) 　(1.175) (2.35)

　〈1.200〉 　〈1.200〉 〈2.40〉

　2.275 　2.275 4.55

　(1.200) 　(1.200) (2.40)

　〈1.200〉 　〈1.200〉 〈2.40〉

 （７）その他の手当

区　　　　分
支　給　期　別　支　給　率

支　給　率　計
　職制上の段階、職務の

備　　　　　　　　考
６月 12月 　級等による加算措置

通     勤     手     当

差    異    の    内    容一般会計の制度との異同

同               一

地     域     手     当

住     居     手     当

同               一

同               一

同               一

本　　年　　度 有

※（　）は再任用職員、〈　〉は会計年度任用職員の支給率

 区                      分

 扶     養     手     当

前　　年　　度 有

一般会計の制度 有

-
5
3
3
-
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下水道事業会計

注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １  令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作

成している。 

 ２  固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法 定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     建物         10～ 50年  

     構築物       10～ 50年  

     機械及び装置    10～ 30年  

     車両及び運搬具   ４～５年 

     工具器具及び備品  ５年  

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法 定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     施設利用権       45年  

     ソフトウェア      ５年  

 ３  引当金の計上方法 

(1) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不

能見込額を計上している。 

(2) 賞与引当金 

    職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

(3) 退職給付引当金 

    職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなってい

るため、退職給付引当金は計上していない。 

 ４  消費税及び地方消費税の会計処理 

   税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

  企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から 

起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担

すると見込まれる額は5,350,200千円である。 

Ⅲ セグメント情報の開示 

  セグメントの概要 

   武蔵野市下水道事業会計は、公共下水道事業の単一セグメントである

ため、記載を省略している。 

Ⅳ 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項なし 
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